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醐1一醐4年におけるアメリカ蘭業銀行の動陶

伊　　藤　　光　　雄

はじめに

アメリカの銀行業は、金融自由化の過程で1980年代を通じて大きな構造変化

を遂げるとともに、銀行経営においては商用不動産融資をはじめとするハイリ

スク⑧ハイリターン部面への融資に傾倒し、1989年、1990年の「金融不況」に

おいて多大な不良債権を発生させ著しい苦境に陥った1）。しかし、1991年以降

のアメリカ経済の復調とそれに続く好景気を背景に、米銀は不良資産の整理と

いわゆる「リストラクチャリンク」を断行して復活を遂げ、以後新たな段階の

成長を現出することになる。

　本稿は、この米銀の復活過程を、米銀の収益動向ならびに資産負債構成の変

化を分析することで、その内実を明らかにすることを課題としている。

1。概　　観

　まず、最初に1994年までの米銀全体の財務諸表内容の動向を概観しておこう。

　米銀全体の純利益額は、1988年に245億トルを計上していたが、「金融不況」

の中、1989年に153億ドル、1990年に157億ドルと低迷を続けた。しかし、1991

年には179億ドルとやや上向き、その後1992年313億ドル、1993年430億ドル、

1994年445億トルと記録的な回復を示すことになる2）。

　ROA（総資産収益率）も、1989年O．48％、1990年O．47％と低落したが、

1991年0．53％、1992年0．91％、1993年1．20％と急上昇している（表1）。ちなみ

に、1970年代と1980年代のいずれの時期においても、ROAが1％を超えたこ

とはなかったのである（図1）。1994年のROAは、1．15％と前年をわずかに
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表1 主要収入⑧支出項目の総資産に占める比率（％）

Item
Net　interest　income。。．。．。。。．．。．。

Net　noninterrst　expense。。。。．1。．。

Loss　provisions。。．．。。。．．．．．。。．。．

Rea11ZedgamSOnmeStment
　　aCCOunt　SeCuritieS．．。．．．．。．。．

　Income　before　taxes

　　　and　extraordユnary1tems

Taxes　and　extraord1nary1tems。。

　Net　income。。．．。．．．。。。、。。．。．．．

Dividend－s．．．．。．。．．．。．．．．．．．．．．．

Retained．income．．．．．．．．．．．。。．．．

1991－94年

1991　　　　1992　　　　1993

3，60

1，93

1．02

．09

．75

．22

．53

．45

．08

3，89

1．91

．78

．12

1．32

．41

．91

．41

．50

3，90

1．81

．47

．09

1．70

．50

1．20

．62

．59

1994

3，78

1．75

　．28

一．01

1．73

．58

1．15

．73

．42

下回ったが、これは　　　　出所：Fθ∂θグαZ肋sθ閉B〃砿επ・June1995p・545・

分母である総資産の　　　　　図1　ROAとROEの動向　　1970＿g4年

急増によるものであ　　　　percent　　　　　　　　　　　　　　percen七

ることは、純利益の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Return　on　equity
絶対額が前年よりも　　　　　　　　　　一・→　　　　　　　　　一15
　　　　　　　　　　　　　1
15億ドル増大してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∴　　　　一10
ることから明らかで

　　　　　　　　　　　　　0．5＿
ある3）。　　　　　　　　　　　　　　R・tumonass・ts　　，　　　　＿5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←
　米銀にこのような

高収益をもたらした　　　　　1g70　1975　　1980　　1985　　1ggo

直接的要因で、まず　　　　出所：Fθ∂㈹Z肋8θrひθ肋肋｛π・June1995p・546・

第一にあげられるべきものは、不良資産の整理＝減少に対応した貸倒引当金の

減少である。その絶対額および総資産に占める比率は、1989年310億ドル（0．97

％）、1990年322億ドル（0．96％）、1991年344億ドル（1．02％）と高水準のもの

であったが、1992年268億ドル（O．78％）、1993年167億ドル（0．47％）、1994年

109億ドル（0．28％）と急遠に低下していった。貸倒引当金の過去10年問の推

移を見ると、1993年の数字は大量の不良債権が発生する以前の水準であり、
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1994年の数字は近年にない低水準であることが分かる4）。このことから、かっ

て米銀が抱えていた大量の不良債権は1992年末までには大半が消却され、また

後段で詳しく検討するが、1991年以降の好調な米国経済を背景に米銀の保有す

る債権の質が向上し、総資産に占める不良資産の比率もかなり低下したことが

うかがえる。

　米銀に高収益をもたらした第二の要因は、純金利収入の増大であった。1989

年の米銀全体の純金利収入額は1118億ドルであったが、1991年1218億ドル、

1992年1339億ドル、1993年1390億ドル、1994年には1461億ドルと毎年増大して

いる。総資産に占める純金利収入の比率も、1990年の3．45％から1993年の3．90

％に上昇した。1994年には378％と比率を下げたが、これも分母である総資産

の急増によるところが大きい5）。

　このような米銀の好調な業績は、局配当とともに巨額の内部留保を可能にし

た。1992年から1994年までの3年問に米銀が支払った配当総額は643億ドル、

同3年間の内部留保総額は536億ドルに上る6）。内部留保とともに、株式や劣

後債をかなり発行したことで自己資本比率はかなり高くなった。高収益と自己

資本比率の上昇によって、米銀は積極的に資産ならびに負債を膨張させていっ

たのである。

　この間、米銀の体カが回復⑧向上したことで、破綻銀行数およびFD　I　Cに

より「問題銀行」とされる銀行の数はかなり減った。F　D　I　Cに加盟している

銀行の破綻件数は1987年から1989年までの各年は200行を超えていたが㌻1991

年は108行、1992年は100行、1993年は42行、1994年は11行にまで減った。「問

題銀行」数も1991年に1500行あったのが、1992年には787行、1993年には426行、

1994年は247行となり、「問題銀行」の保有する資産額も1992年初頭の1割にも

満たない額となった7）。
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2、資産⑧負債構成の変化

　（1）資　　産

　表2で米銀全体の総資産の増加率（前年末→当該年末）を見る’と、1991年の

十1．32％を底に、1992年十2．18％、1993年十5．66％と増勢に転じ、1994年は十

8．08％と急増している。ただし、1994年の数値は注の2）で記したように会計基

準の変更による増加が約900億ドル含まれているので、1993年以前の会計基準

で修正すると、約5．66％増と1993年とほぼ等しくなる。

　総資産（年平均額）の増減動向を銀行を規模別に分類したものでで見てみる

と8）、10大銀行（資産規模1位から10位の銀行）は規模別銀行群の中で唯一

1990年から1991年にかけて総資産を減らしており（7250億ドル→7170億ドル、一

1．！％）、1991年から1993年までに総資産を14．1％（7170億ドル→8180億ドル）

増加させている◎この数字は、規模別銀行群の中では最大の増加率である。

　大規模銀行（資産規模11位カ）ら100位の銀行）は、1990年から1991年にかけ

て総資産を微増（9950億ドル→1兆60億ドル、十1．1％）させた後、規模別銀

行群の中で唯一1991年から1992年にかけて総資産を減らした（1兆60億ドル→

1兆30億ドル、一〇．3％）。1991年から1993年まででは総資産を7．7％（1兆60

億ドル→1兆830億ドル）増加させている。

　中規模銀行（資産規模101位から1000位の銀行）は、1990年から1993年にか

けて毎年資産を増加させているが微増にとどまっており、1991年から1993年ま

でに総資産を1．8％（9610億ドルプ9780億ドル）増加させたにとどまった。

　小規模銀行（資産規模1001位以下の銀行）は、1990年から1992年までは総資

産を微増させたが、1993年に規模別銀行群の中で唯　総資産を減少させており、

1991年から1993年までに総資産を1．2％（6950億ドル→6870億ドル）減少させ

た。注目すべきは、小規模銀行は1994年にも総資産を減らしており（6790億ド

ル）、1990年の総資産額（6810億トル）を下回ったことである。

　このように、総資産の増減動向というもっとも大まかな指標だけでも、規模

別銀行群によって大きく異なる動向を示しており、米銀全体を一括して論じる
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Item 

Assets. . . . 

Interest-earnmg assets. . . . . . . 

Loans and leases(net) . . . . . 

Commercial and industrial 
Real estate. . . . . . . . . . . . . . . 

Booked in domestic 
offices. . . . . 

Residential. . . . 

Nonresidential 

Booked in foreign 
offices. . . . . 

Consumer 
Other loans and leases . . . . 

Loss reserves and 

unearned income 
Securities. . . . . . . . . . . . . . . . . . . 

Investment account. . . . . . . 

U.S.Treasury. . . . 

U.S.government agency 

and corporation 

obligations . 

Trading account. . . . . . . . . . 

Other. . 

Non-interest-earnmg assets 

Liabilities. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 

Transaction and core deposits. 

Transaction deposits 
Core deposits. . . . . . . . . 

Managed liabilitiesl. . . . . . . . . . . 

Deposits booked in foreign 
offices. . . . 

Large time. . . . . . . . . . . 

Subordinated notes 

and debentures. . 

Other managed liabilities 

Other. . . . . 

Equity capital 

M em o 

Commercial real loans2 . . . 

1985 l 986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 

Memo' 

De&1994 

evels( bmion 

of dollars) 

8.91 

9.60 

7.91 

2.16 

13.75 

13.50 

9.85 

17.35 

22.49 

15.74 

4.54 

9.09 

15.95 

14.05 

5.40 

-4.00 

32.98 

41.40 

9.22 

4.61 

8.85 

l0.28 

10.82 

9.94 

9.17 

1.34 

4.29 

43 .84 

23.ll 

-8.97 

9.77 

7.65 

7.81 

7.35 

3.95 

17.46 

17.06 

12.78 

21.28 

30.20 

8.32 

-.96 

9.41 

9.91 

10.25 

l.64 

2.00 

3.08 

3.00 

-1.95 

16.56 

17.11 

18.03 

16.26 

.84 

4.55 

-5.33 

44.36 

4.94 

7.51 

.OO 

53.55 25.46 

2.25 4.43 
6.21 -23.88 

6.89 .24 
6,61 -5.08 

7.65 2.18 
11.78 -.76 
17.50 -6.04 

8.07 2.95 

3.05 6.90 

-2.49 8.86 
-1.07 12,16 

15.77 3.72 

12.13 .78 
-7.00 3.75 

7 .58 - .67 

n,a. n.a, n, a. 

4.36 

4.06 

5.95 

1 .86 

12.46 

12.02 

13.92 

10.26 

27 .03 

7 . 64 

-3.08 

-4.19 

3.30 

2.97 

-5.80 

22.54 

-2.37 
8 . 58 

-5.82 

6.49 

4.07 

5.48 

2.65 

7.29 

2.31 

-7.77 

9.22 

-4.26 

5.59 

.12 

8 .80 

5.32 

5.59 

6.23 

2.95 

12.66 

12.99 

15.73 

10.36 

3.00 

6.18 

-.95 

10.29 

5.02 

4.01 

-13.79 

2.66 

2.24 

2.38 

-.67 

8.81 

8.56 

13.49 

3.60 

16.65 

.37 

-5.67 

.34 

8.47 

8.19 

3.51 

1.32 2.18 
1.97 2.54 

-2.66 -1.02 

-9.10 -4.11 

2.72 1.94 

2.88 2.56 
8.07 7.88 

-2.84 -3.96 

-2.34 -17.80 

-2.55 -1.53 

-4.92 -4.28 

-3.80 -4.78 

16.23 12.27 

14.42 11.43 

32.02 23.92 

33.42 24.01 15.88 12.77 

-.97 -6.69 -2.56 -5.23 

20.34 12.13 38.89 21,02 

2.50 -11.69 2.81 1.53 

3.45 5.62 -3.13 -.38 

5.41 2.39 1.01 1.35 
5.75 7.57 5.21 5.12 
.93 2.42 3.38 14.61 
8.71 10.51 6,19 .23 
5.15 -6.12 -6.13 -6,14 

-1.08 -5.88 3.82 -5.85 
5.00 -5.68 -19,54 -26.38 

16.99 23.46 4.03 33.04 
9.97 -8.10 -1.35 7.10 

2.53 4.40 -4.29 -1.09 

4 10 6 79 5,92 13.75 

n. a. n. a. n.a. -3.49 -5.20 

5.66 

6.54 

6.02 

.54 

6.11 

6.15 

10.94 

-.46 

4.66 

8.91 

9.94 

-5.93 

12.27 

8.09 

7.23 

8,08 

5.32 

9.87 

9.33 

7.95 

7.69 

10.01 

4.12 

18.41 

16.04 

5.33 

-2.20 

-4.13 

-1.71 

-8.44 

9.61 .88 
6.05 2.53 

51.95 -20.54 

-7.88 3.22 
-.87 30.23 

5.10 8.33 

1.48 -.14 
5.45 -.29 
-.86 - .05 

12.29 17.63 

15.06 30.89 

-9.21 8.74 

l0.82 9.21 
22.19 13.01 

14.95 77.92 

12 59 5.22 

-1.33 

3.989 

3.455 

2.292 

586 

990 

964 

597 

367 

26 

484 

289 

58 

911 

814 

239 

397 

178 

97 

252 

534 

3.678 

2.205 

848 

1.357 

1.247 

432 

218 

41 

557 

226 

311 

3.68 362 
~HF'='~fi : Federal l~eserve Bulletirb, June 1995 p.547. 
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A．貸し出し　　　　図2融資基準を引き締めている銀行の純比率（％）
　　　　　　　　　　　　　　　1990年第2四半期一1995年第1四半期
　（1）商工業貸し出し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Percent
　　米銀全体の商工業　　　C・㎜…i・1・・di・d・・t舳…鼠bysあ・・ffimse・㎞91・・n

　　　　　　　　　　　　　－　Large　firms　　　　　　　　　　　　　　　　　－60
　貸し出し（前年比増

　　　　　　　　　　　　　一・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一40
　減）は9．1％減少した

　1991年を底にして19　　・　　　　Mediumfi「ms　　　　　　　’20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋
　93年にはわずかなが　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sma11firms　・　　　　　　ザ
　ら増加に転じ、1994　　　　　　　　　　　　　　　　　　－20

　年は9．3％増と過去10
　　　　　　　　　　　　　Commercial　rea1estate1oεms，by　purpose　of1oan

　年間で最大の増加率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿80
　　　　　　　　　　　　　　　　，Constmction　and　Iand　deve1opment
　を記録した（表2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿60

　これは企業の旺盛な　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿40

　投資意欲を反映した　　　　　　　　　Comme「c1a1off1cebu11d1ngs
　　　　　　　　　　　　　－Industria1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－20

　ものだった。また19　　　st「uctu「es　　　　　　　　　　　　　＋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　。．　　　　0

　94年における企業の
　　　　　　　　　　　　　　　1990　　　　　　　　　　　　　1992　　　　　　　　　　　　　　1994

　資金調達が、長期金
　　　　　　　　　　　注）「純比率」は融資基準を引き締めている銀行数から、融資基準を
　利の上昇などを反映　　緩和している銀行数を減じた後に、全体の比率を求めたもの
　　　　　　　　　　　出所：FθdぴαZ肋鮒ひθ肋肋ゴ仏June1995p．550．
　して社債等の長期の

　資金調達を避け短期　　図3　融資規模別にみた変動鮒金利のフヱデラルファンド金利との金利差

　　　　　　　　　　　　　　　（ベイシス・ポイント）1987－95年第1四半期

　借り入れにシフトし

　た結果でもあった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Less　than＄100thousand
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－500
　　1990年代の商工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一400
　貸し出しの増減の動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ1・、／＄100thousandto＄999thousand－300
　向は、その間の銀行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄1mi11ion　and　more　　　　　　　＿200
　の融資姿勢の変化の

　表れでもあった。商　　　　　1988　　1990　　1992　　1994

　　　　　　　　　　　　出所：Fθd卯αZ肋8θ川θ肋ZZ勿6れ，June1995p．550．
　工業貸し出しに対す

　る銀行の融資基準⑧条件は、1992年までかなりきつめであったが、1993年
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以降緩和に転じた（図2）。中小規模の融資の利率も以前は短期金融市場金

利とのスプレッドがかなりあったがこれも縮小しつつある（図3）◎

　10大銀行の商工業貸し出しは、1991年一32％、1992年一2％、1993年一

3．1％と3年連続で減少した後、1994年に2．2％の増加をみた。1985年時点

で商工業貸し出しは総資産の30％を占め、かっその約半分は国外向けの貸

し出しであったが、1993年には総資産の18．7％に減少し、国外向けの貸し

出しは全商工業貸し出しの42％になっているg）。

　大規模銀行の商工業貸し出しは、1991年一46％、1992年一86％洩と減

少した後、1993年に十3．4％と規模別銀行群の中で唯一増加に転じ、1994

年の11．2％増も規模別銀行群の中では最大の増加であった。大規模銀行も

国外向け貸し出しは行うものの、それの全商工業貸し出しに占める比率は

1993年時点で5．4％であった。

　中規模銀行の商工業貸し出しは、1991年一76％、1992年一108％、1993

年に一7．6％と3年連続で減少した後、1994年に4．5％の増加をみた。増減

のパターンは10大銀行のそれに近いが、起伏は中規模銀行の方が大きい。

　小規模銀行の商工業貸し出しは、1991年一63％、1992年一78％、1993

年に一6．4％、1994年一〇．4％と規模別銀行群の中で唯一1994年にも減少を

みている。

　以上の検討から、アメリカ経済の好調を背景として商工業貸し出しを最

も増大させたのは大規模銀行であり中規模銀行がこれに続くこと、10大銀

行の商工業貸し出しはあまり増加しておらず、小規模銀行は商工業貸し出

しのマイナス幅の縮小にしかなっていないことが分かる。

（2）商用不動産貸し出し

　商工業貸し出しとは対照的に、商用不動産貸し出しの銀行の融資基準働

条件は1994年になってもさして緩和されはしなかった（図2）。「金融不況」

の最大の要因が過度の商用不動産投資に対応した銀行の融資であったこと

を考えれば、当然の結果とも言える。とはいっても、1991年から1993年ま
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では減少を続けていた米銀全体の商用不動産貸し出しも1994年には増勢に

転じている（表2の農地を含む非住居用不動産貸し出しで41％の増加）。

これは商用不動産投資の増大：商用不動産市場の活況を背景としたもので

ある。商用不動産価格指数は過去4年間物価指数を下回っていたが、1994

年にはじめて物価指数を上回るようになった1Φ。

　10大銀行の商用不動産貸し出し（規模別銀行群の分析では農地向け貸し

出しは除外してある）は、1991年一〇．2％、1992年一7％、1993年一15．1

％、1994年一17．4％と年を追うごとに減少の度合いを増している。総資産

に占める比率も1991年の7．4％から1993年の5．1％へと大きく下げている11）。

　大規模銀行の商用不動産貸し出しは、1991年一25％、1992年一88％、

1993年に一〇．6％と3年連続で減少した後、1994年には十4．7％増加した。

総資産に占める比率は1991年の10．5％から1993年の8．9％へと10大銀行と

比べれば下げは大きくない。

　中規模銀行の商用不動産貸し出しは、1991年増減無し、1992年一41％、

1993年に一32％と2年連続で減少した後、1994年に十24％の増加をみた。

総資産に占める比率は規模別銀行群の中で最も大きく1991年の13．2％から

1993年の12％へとわずかに下げている

　小規模銀行の商用不動産貸し出しは規模別銀行群の中で唯一減少をみる

ことがなかった。すなわち、ユ991年十4．2％、ユ992年十2．3％、1993年に十

1．6％、1994年十5．4％と増加を続けたのである。総資産に占める比率も19

91年の10．7％から1993年の11．2％へとわずかながら増大させている。なお、

小規模銀行は農地向け貸し出しの比率も規模別銀行群の中では比較的高く、

これの総資産に占める比率は1991年の1．9％から1993年の2．2％とわずかな

がら増加を続けている。

　以上から、商用不動産貸し出しは10大銀行が最も大きな減少を示し、大

規模銀行と中規模銀行は減少の後、1994年には増加、小規模銀行は微増な

がら毎年増大したという特徴を見ることができ季。
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13）住居向け貸し出し

　米銀全体の住居向け貸し出しは1986年から1990年まで10％を超える伸び

を示していたが、1991年十8．1％、1992年十7．9％と一桁成長にとどまった◎

しかし、その後1993年十10．9％、1994年十10％と二桁成長を回復している

（表2）。

　10大銀行の住居向け貸し出しは、1989年十26．9％、1990年十28．6％と大

幅な伸びを示した後、1991年十8％、1992年十5．6％と伸び率をダウンさ

せている。その後、1993年十7．1％、1994年十8．3％と上向きになったとは

いえ10％を超えるにはいたっていない。総資産に占める住居向け貸し出し

の比率は1993年に10．8％で規模別銀行群の中では最も低い1の。

　大規模銀行の住居向け貸し出しは、1991年においても十20．5％と規模別

銀行群の中では群を抜いている◎その後、1992年には十11．9％、1993年十

16．9％、1994年十17％と増加しており、1991年から1994年まで規模別銀行

群の中で最大の増加率を示している。

　中規模銀行の住居向け貸し出しは、1991年十8．6％、1992年十9．2％、19

93年7．9％と3年連続で10％を割ったが、1994年には十13％と1990年水準

を回復している。

　小規模銀行の住居向け貸し出しは、1989年から1991年まで6％台の増加

で、その後、1992年十3．4％、1993年十1．1％、1994年十0．1％と年を追うご

とに増加率を下げている。ただし、住居向け貸し出しの総資産に占める比

率は規模別銀行群の中では最大で1993年で17．7％であった。

　以上から、住居向け貸し出しは大規模銀行が最も大きな増加を示し、小

規模銀行は増加率が最も小さく1994年にいたるまで低迷を続けていたこと

が分かる。

（4）消費者ローン

　米銀全体の消費者ローンは、1991年、1992年のマイナス成長から、1993

年十8．9％、1994年十16％と急増した（表2）。この急増は家計の耐久消費
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財支出の約10％の増大によるところが大きかった。また、従来はクレジッ

トカートが使えなかった小売店でもカートによる支払いが可能になるなど、

クレジットカートの利便性が増したことも消費者ローン増大の要因になっ

ている。

　10大銀行の消費者ローンは、1991年十37％、1992年十97％、1993年十

5．8％、1994年十4．3％と米銀全体の動向と合致していない。総資産に占め

る比率は1993年に73％で規模別銀行群の中では最も低い峨。

　大規模銀行の消費者ローンは、1991年一38％、1992年十02％、1993年

十5．7％、1994年十22．3％と増加しており、1994年の増加率は規模別銀行

群の中で最大だった。総資産に占める比率は1993年に115％で中規模銀行

に次ぐ大きさである。

　中規模銀行の消費者ローンは、1991年増減無し、1992年一51％、1993

年十5．3％、1994年十12．9％と米銀全体の動向とほぼ同じ動きを示してい

る。総資産に占める比率は1993年に148％で、規模別銀行群の中では最大

だった。

　小規模銀行の消費者ローンは、1991年一43％、1992年一75％、1993年一

6．6％、1994年十1．1％と1994年に増加に転じはしたものの規模別銀行群の

中では最小であった。総資産に占める比率は1993年に9．2％であった◎

　以上、1994隼に消費者ローンを最も増大させたのは、大規模銀行、次い

で中規模銀行で、この二っの銀行群が消費者ローンの総資産に占める比率

も高いことが分かる。

B。証券投資

　米銀全体の証券投資（投資勘定）の対前年比増減は、1989年十4％、1990

年十8．2％、1991年十14．4％と急増していった。1992年は十11．4％と前年をや

や下回ったが、それでも高水準であり、1992年時点で証券は全銀行資産の20

％を超える資産項目になった。米銀の証券投資で主要なものは国債と政府機

関債で、1991年にはそれぞれ十32％、十15．9％と急増している（表2）。
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　米銀がこのように国債や政府機関債の保有を増大させたのは、リスクベー

スの自己資本比率を課せられた結果であったとの指摘がある。すなわち、こ

れらの証券はリスクゼロまたは低リスクの資産に分類されているので、資本

力の弱い銀行は貸付をこれらの証券投資に振り替えることで自已資本比率を

上昇させることができたからである。しかし、証券投資へのシフトは、以下

に見るように資本力の弱い銀行よりも資本力が十分な銀行の方が積極的に行っ

ていたのが実態であった。米銀が証券保有を増していた理由は上記以外の点

にもあったと言えよう14）。

　1993年の証券投資は十81％で前年を下回っていたもののそれなりの高水

準であった。しかし、1994年に入って金利が上昇すると米銀は　転して証券

投資を減らして資金を貸し出しに向けるようになった。その結果、1994年の

証券投資は一1．7％と1990年代に入って初めての減少をみた。それでも、総

資産に占める比率は20％を超えている。

　1O大銀行の証券投資は、1991年には十〇．6％であったのが、1992年十23．3

％、1993年十22．8％と急増した。この2年間の増加率は規模別銀行群の中で

最大だった。しかし、総資産に占める比率でみると、1993年時点でも12．5％

と規模別銀行群の中で最も低かった15）。

　大規模銀行の証券投資は、1990年十12．8％、1991年十7．2％、1992年十18．1

％、1993年15．6％と、10大銀行ほどではないにしても1992年と1993年にかけ

て活発だった。総資産に占める比率も1993年時点で20．6％となり、1989年の

144％から6％ポイント以上上昇させている。

　中規模銀行の証券投資は、1991年十136％一992年十145％、1993年十89

％と1991年の増加率が規模別銀行群の中で最大だった。総資産に占める比率

は1993年時点で25．6％であり、これは小規模銀行に次ぐ大きさであった。

　小規模銀行の証券投資は、1991年十8％、1992年十7．4％、1993年十1．6％

と1992年と1993年の増加率は規模別銀行群の中で最も低かった。しかし、総

資産に占める比率でみると、1993年時点でも33％と規模別銀行群の中で最も

大きかった。
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　以上より、証券投資の総資産に占める比率は規模の小さい銀行の方が大き

いが、1992年と1993年の証券投資は規模の大きい銀行の方が積極的に増やし

ていったことがわかる。すでに見たようにこの時期の米銀の総資産（：総負

債）の増加は規模の大きい銀行の方が大きかったので、米国経済の復調が預

金等の増大となり、その運用先として貸し出しより証券投資に向かわせた

（特に1992年）とみることができよう。

　（2）負　　債

　米銀全体の負債の動向は総資産の変化とあまり大きな違いはない。すなわち、

1991年十1％を底に、1992年十1．4％、ユ993年十5．ユ％、ユ994年十8．3％と上昇し

ている（表2）。しかしこれを、決済性預金、コア預金（貯蓄預金およぴ小口

有期預金）、国外支店預金や大口有期預金といったマニジド⑧ライアヒィリティー

ス（Managed11ab111t1es）に区分してみてみると、それぞれ独自の動きを

していることが分かる。

　まず、決済性預金であるが、これは1991年の十3．4％から1992年には十14．6

％へと急増し、1993年十5．5％、ユ994年一〇．3％という動きをしている。これは、

金利の低い時に決済性預金の有利さが増して決済性預金へと資金がシフトし、

金利の上昇局面では貯蓄性預金もしくは証券（投資信託を含む）へと資金がン

フトした結果である。

　他方、コア預金は1991年の十6．2％から1992年には十〇．2％、1993年一0．9％、

1994年一0．1％という動きをしている。これは、コァ預金を構成している個人

貯蓄預金の中に決済性のあるMMDAが含まれているため、コア預金内部で低

金利下では小口有期預金から個人貯蓄預金へと資金がシフトし、金利上昇局面

では資金が逆にシフトしたものと考えられる。また、貯蓄性預金の金利よりも

短期市場金利の方がかなり高めになったため（図4）、高利回りを求めて預金

者の資金がMMF等にシフトしたためにこのような動きになったのであろう。

　最後にマニジド⑧ライアビィリティーズであるが、これは1990年から1992年

の3年連続で一6．1％を記録し、その後1993年十12．3％、1994年十17．6％と急増
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している。その中で　　図4　主要金融市場金利と預金金利、1987－g5年第1四半期

も、国外支店預金の

増加が著しく、1993

年十15．1％、1994年

十30．9％と、1993年

時点から国外支店預

金は重要な資金調達

源となってきている

ことがうかがえる16）。

　国外支店預金をは

じめとするマニジド

⑧ライアビィリティ

ーズは、規模の大き

い銀行ほど資金調達

に占める比重が大き

い。1993年時点でこ

れの総資産に占める

比率は、10大銀行

49．2％、大規模銀行

31．7％、中規模銀行

19．7％、小規模銀行

10．1％だったユり。

Percent

＿　　　　　　　　、　　、　ix－month　certificates　of　deposit

　　　・S。。1．g。。。。。。蕊

　、’　　　　　　’　　　　　　　　ノ＼

｝而ポ㌫。蒜ξ‘’＼、　　　〆
　　　　　　　　　　㌧　　　　　、一

一　　　　　　　　　Six－month　Treasury　bi11s　一．一‘’

一8

→

→

一2

1988　　　　　　　　1990　　　　　　　　1992　　　　　　　　1994

3．収益の動向

　米銀全体の収益の

動向はすでに概観し

たので、ここでは銀

　　　出所：FθdθグαZ肋8θ川θ肋〃砿6れ，June1995p．551．

表3　規模別銀行の主要収入1支出項目の総資産に占める比率（％）1991－94年

Year　and　size　of　bank

1994

A11banks．。．．．

　Sma11．．．

　Medium．．．．．

　Large

　Ten1argest．．

1993

An　banks．．　．．

　Sma11．．．

　Med－mm
　Large．．．

　Ten1argest．．

1992

A11banks．．

　Sma11

　Medium．．．．．

　Large．．．

　Ten1argest．．

1991

A11banks．．．．．

　Sma11．．．

　Medium．．

　Large．．．

　Ten1argest．．

Net
inCOme

Net
1ntereSt

inCOme

Net
nOnintereSt

expense

Loss
provisions

1，15　　　　3，78　　　　1．75　　　　　，28

1，16　　　　4，36　　　　2．48　　　　　，19

1，29　　　　4，26　　　　1．92　　　　　，32

1，22　　　　3，77　　　　1．60　　　　　．32

，91　　　　2，86　　　　1．23　　　　　．26

1，20　　　　3，90　　　　1．81　　　　　，47

1，19　　　　4，33　　　　2．48　　　　　．27

i．22　4，26　2．07　　，47

1，26　　　　3，85　　　　1．66　　　　　，47

1，13　　　　3，16　　　　1．14　　　　　．64

．91　　　　3，89　　　　1．91　　　　　，78

1，04　　　　4，34　　　　2，51　　　　　．42

，92　　　4，20　　　　2．18　　　　，77

1，04　　　　3，86　　　　1．73　　　　　．78

，61　　　　3，15　　　　1，27　　　　1．12

．53　　　　3，60　　　　1，93　　　　1．02

，78　　　　4，09　　　　2．52　　　　　．51

，61　　　　3，95　　　　2，11　　　　1．06

，51　　　　3，40　　　　1，69　　　　1．19

，22　　　　2，95　　　　1，43　　　　1．21

出所：FθdθブαZ肋sε川θ肋〃θ売π，June1995p．552．
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行の規模別にROAおよびROEの動向から見ていくことにしよう（表3）1⑳。

　まず10大銀行のROA（RO　E）は、1991年022％（435％）、1992年061％

（10．91％）、1993年1．13％（16．75％）と急上昇し、1994年にはやや値を下げてO．

9％（1386％）となった。1994年の10大銀行の収益が前年を下回ったのは、F

I　N39の影響が10大銀行に最も大きく反映したからでもあるが、いくっかの銀

行の1993年の収益がかなり大きくてそれが持続しなかったことが、依然として

高い水準ではあるもののROEの低下になっている。

　大規模銀行のROA（RO　E）は、1991年O．51％（8．34％）、1992年1．04％

（15．18％）、1993年1．26％（16．88％）、1994年1．22％（16．21％）であった。10

大銀行と比較すると、すでに1992年において高収益を上げており、1993年のR

OEも10大銀行をわずかながら上回っていることが分かる。

　中規模銀行R　OA（R　O　E）は、1991年061％（860％）、1992年092％

（12．25％）、1993年1．22％（14．93％）、1994年1．29％（15．42％）であった。1993

年のROEは10大銀行に及ばなかったものの、1992年と1994年は大規模銀行に

次ぐ高収益を上げている。

　小規模銀行ROA（RO　E）は、1991年0．78％（8．98％）、1992年1．04％

（11．64％）、1993年1．19％（12．76％）、1994年1．16％（12．10％）であった。1991

年のROAおよびROEは規模別銀行群の中で最も高かったが、1993年と1994

年のROEは規模別銀行群の中で最低となっている。

　（1）資産の質と貸倒れ引当金

　表4によれば、1994年までに、銀行資産の質がかなり改善されてきているこ

とが分かる。1994年の米銀全体の融資残高に占める不良資産の比率は288％で、

1991年のピーク時の6．03％の半分以下になっている。同様に債権償却額も融資

残高の0．51％となり、1991年の1．59％の三分の1以下となった。

　1991年から1994年までの不良資産比率および債権償却比率の低下は、10大銀

行において最も顕著だった。とはいえ、依然として規模別銀行群の中で最高の

比率となっている。大規模銀行と中規模銀行の不良資産比率はかなり改善され、



1991－1994年におけるアメリカ商業銀行の動向 53

1994年には小規模銀行　　表4　規模別銀行の不良資産の度合（％）1991－94年

の不良資産比率を下回　Y。。。。。d．i、。。fb。。k　　N・t　　D・1mq・…y　L…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　charge－offs　　　　rate　　　　　prOvisions

っている。　　　　　　1994
　　　　　　　　　　　　A11banks．．．　　　　　　　　　　．51　　　　　2．88　　　　　．49
　また、図5により融　　sm．11　　　　　　　，28　　2．72　　　．34

資分野別に見ると、不　　Medi㎜…．　　　　　　’50　　2．67　　　．53
　　　　　　　　　　　　Large．．．．．　　　　　　　　　　　　　．56　　　　　　2．67　　　　　　　．53

良資産比率および債権　　丁・・1・・9・・t　　　　　　　・61　　　3・58　　　・50

償却比率の低下は商工　1gg3

　　　　　　　　　　　　A11banks．．．．．　　　　　　　　　．85　　　　　4．14　　　　　．81
業貸し出しと不動産向
　　　　　　　　　　　　Sma11　　　　　　　　　　　　　，41　　　　　3．23　　　　　．49

け貸し出しで顕著であ　　Mediu皿……　　　　　　・75　　　3・56　　　・79
　　　　　　　　　　　　Large．．．．．．．．　　　　　　　　　　　．93　　　　　　4．01　　　　　　　．79

る。不動産向け貸し出　　丁・・1・・g・・七．．．　　　　　1，20　　　5，76　　　1．12

しに関しては、商用不　1992

動産市場が改善された　A11banka．．　　　　　　1，29　　　5，35　　　1’32
　　　　　　　　　　　　Sma11　　　　　　　　　　　　　，61　　　　3．90　　　　　．78

ことと、銀行が利払い　　M・di・m．．．．　　　　　　1，19　　　4，55　　　1．28

　　　　　　　　　　　　Large．．．．．　　　　　　　　　　　　1，37　　　　　　5，23　　　　　　1．29
の滞っている不動産向　　丁、、1、、g、、七　　　　　　1，87　　　7，68　　　1．85

け債権の売却に努めた
　　　　　　　　　　　　1991
ことの反映である。ま　A11banka＿　　　　　　　1・59　　　6・03　　　1・66
　　　　　　　　　　　　Sma11．．．．．　　　　　　　　　　　．77　　　　　4．41　　　　　．93
た、1990年代初頭に商　　M．di．m．．．．　　　　　　1，43　　　5，28　　　1．70

　　　　　　　　　　　　Large．．．．．　　　　　　　　　　　　1，67　　　　　　6，13　　　　　　1．92
工業貸し出しと不動産
　　　　　　　　　　　　Ten1argest　　　　　　　　　　　　238　　　　　　821　　　　　　187

向け貸し出しにかなり　　　注）融資残高に占める比率

きつめの融資基準が採　　　出所：Fθdθrα閉θ8θグひθ肋”砿三π・June1995p・553・

られたことから、その当時貸し出された分で不良債権化したものが少なく、そ

の後1993年頃からの銀行の貸し出し姿勢が積極的なものに変化し、1994年まで

に新たに貸し出された額が大きい反面㍉新規融資分がただちに不良債権化する

ことはないので、このような結果になったものと思われる。

　米銀全体の融資残高に占める貸倒引当金の比率も、1991年の166％から1994

年の0．49％へと激減している。とりわけ10大銀行の減少が、1991年1．87％から

1994年0．5％へと著しく、1994年には大規模銀行および中規模銀行の貸倒引当

金比率を下回っているのが特徴的である。
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　（2）金利収入と

　　　　　　金利支出

　表6によれば、米銀

全体の純金利収入すな

わち利ざやは1992年か

ら3年間は4．4％前後と

高水準かっ安定的に推

移している。

　利ざやは金利が上昇

するとせばまると言わ

れているが、2つの要

因から高水準のままで

あった。第一に、銀行

は証券投資よりも金利

の高い貸し出しを積極

的に増大させ、金利資

産にしめる貸し出しの

割合を高めたが、借り

入れ需要が強かったの

で貸出金利と短期市場

金利とのスプレッドは

さして圧縮されずに済

んだからである。第二

には、小口の有期預金

金利の上昇は、従来よ

り市中金利の上昇とタ

イムラグがあったが、

今回はこれが顕著だっ

図5　融資別の債権消却率と不良資産比率（％）1987－94年

Percent

Delinquency　rates

Commerc1a1　　！、＼二Rea1estate
and工ndustr1a1　・　　　　　　　、、

　　　　　　　Consumer　　　　　＼

一8

一6

一4

Charge－off　rates

一2

、、1一　’　’、　　　　　一1

工988　　　　　　　　1990　　　　　　　　1992　　　　　　　　1994

出所：Fθ∂θrαZ肋sθ〃εB〃勿三犯，June1995p．553．

表5　金利収入、金利支出、純金利収入の
　　　　　総資産に占める比率（％）1991－94年

Item

IntereSt　mCOme

Interest　expense．．．．．．

Net　interest　income．．

1991 1992 1993 1994

9，73　　　　　8，43　　　　　7，74　　　　　7，68

5，64　　　　　4，03　　　　　3，34　　　　　3，31

4，09　　　　　4，41　　　　　4，40　　　　　4．37

出所：FθdθrαZ肋sθ〃θ肋〃勿三π，June1995p．554．

表6　非金利収入、非金利支出、ネットの非金利支出の
　　　　　　　総資産に占める比率（％）1991－94年

Item

Nonmterest　mcome

Nomnterest　expense

Net　nomnterest　expense

1991 1992 1993 1994

1，80　　　　　1，95　　　　　2，12　　　　　1，99

3，73　　　　　3，86　　　　　3，93　　　　　3，74

1，93　　　　　1，91　　　　　1，81　　　　　1．75

出所：FθdθrαZ肋8θ〃θ肋〃勿6π，June1995p．555．
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たことによる19）◎

　図6で銀行の規模別

にこれらのことを見る

と、10大銀行は金利収

入比率が最大であるが、

これらの銀行はコア預

金が相対的に少なく、

マニジド⑧ライアビイ

リティースヘの依存度

が最も高いために金利

支出比率も規模別銀行

群の中で最大である。

結果的に、純金利収入

も規模別銀行群の中で

最低となっている。他

の3っの銀行群の金利

支出水準はかなり似か

よっている。小規模お

よび中規模銀行は比較

的貸出金利が高いため

大規模銀行に比べ純金

図6　規模別銀行の総資産に占める金利収入、

　　　　　　金利支出、純金利収入（％）1985－94年

IntereSt　inCOme

Sma11Medlum

＼　　　／

　　　　Large

Percent

　　　・Ten1argest

ン【・、ぺ

　　　　　　＼’、、

Int・・est・・p・…　、＼、、

一12

一10

一8

一8

Net　mterest　mcome

1986　　　　　　　1988　　　　　　　1990 1992　　　　　　1994

一6

一4

一5

一4

出所：Fθ∂θrαZ肋sθrひθB〃功三π，June1995p．554．

利収入が高くなっている。

　1994年は市中金利が上昇したにも関わらず、グロスでの金利収入および金利

支出は昨年をわずかに下回るにととまった。これは預金金利および貸出金利と

もに市中金利の変動に対して比較的ゆっくりとした調整をした結果だった。ま

た、ブラジルの名目金利が急落したことも金利収入および金利支出が減少した

ことの一因であった。ブラジルで営業活動している銀行は少ないものの、巨額

の金利収入および金利支出の減少をもたらしたからである20）。
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　（3）非金利収入と非金利支出

　表6によって、米銀全　図7　規模別銀行の総資産に占める非金利収入、
　　　　　　　　　　　　　　　非金利支出、ネットの非金利支出（％）1985－94年
体の総資産に占めるネッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Percent
トの非金利支出の動向を　　　N。。i．t、、。、ti。、。m。

見ると、1991年の1．93％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿3

から1993年の1．81％へと　　　　　　　　　Ten1a「9est　！！　　＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L・・g・　　＿2
減少しており・1994年は　　　　　　　　　　　　　　　　M，d、、m

F　I　N39の影響で総資産　　　　＿．＿．一一＿一一．’s蒜r　　　＿1

が急増したためにさらに

1．75％へと減少した。こ　　　　N。。mt。。。。t。。p。。。。

れは、非金利収入（各種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一4

手数料、トレイティンク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー3．5
収入、他）の増加が非金

利支出（人件費、固定費、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一3

他）の増加を上回った結

果であり、純金利収入ほ　　　　N・t…mt・…t・・p・…

　　　　　　　　　　　　　　　　一・＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2．5どではないものの米銀の

高収益を構成する要因に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2
なっている。

　図7で規模別銀行のネ　　　　　　　　　　　　　　！＼　　　　　・1・5

ツトの非金利支出の動向
　　　　　　　　　　　　　　　　　1986　　　　　　1988　　　　　　　1990　　　　　　　1992　　　　　　1994

を見ると、規模の大きな
　　　　　　　　　　　　　出所：FθdθグαZ肋8θrひθB〃勿三π，June1995p．556．

銀行ほど総資産に占める

ネットの非金利支出が低くなっていることが分かる。

　10大銀行は1991年の1．43％から1993年の1．14％まで減少した後、1994年には

123％に増加しているが、この増加の主因は非金利収入の中のトレイティンク

収入の減少であった21）。

　大規模銀行は1991年の1．69％から1992年の1．69％に増加した後、1993年1．66
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％、1994年160％と2年連続で減少させている。この減少の主因は非金利支出

の減少であった。

　中規模銀行は1991年の2．11％から1992年の2．18％に増加した後、1993年2．07

％、1994年1．92％とほぼ大規模銀行と同様の動きをしているが㌻1994年の減少

が著しくこの主因も非金利支出の減少であった。

　小規模銀行は1991年の2．52％から1992年2．51％、1993年2．48％、1994年2．48

％と減少傾向は認められるものの、横這いと表現しても差し支えのない程度の

ものであった。これは、非金利収入の増加が非金利支出の増加によって相殺さ

れた結果であった。

　以上より、小規模銀行を除けば米銀はこの期間に雇用の削減と給与水準の引

き下げ等の支出抑制に努めつつ、非金利収入を増やしていったことが分かるで

あろう22）。

　（4）資本の変化

　表7により、米銀の内部留保と自己資本の変化を見ると、1992年から1994年

の3年問に米銀は全体で536億ドルの内部留保を計上し、801億ドル自己資本を

増強した。表7をもとに逆算すれば、米銀全体の自己資本は1991年末の2305億

ドルから1994年末の3106億ドルヘと34．8％増加したことになる。

　同様に、この3年問の自己資本増加率を規模別銀行ごとに算出すると、小規

模銀行十277％、中規模銀行十314％、大規模銀行十304％㍉10大銀行十583

％となり、10大銀行が突出していることが分かる。

　また、注目すべきは、株式や劣後債の発行といった内部留保によらない資本

増強は、1991年には10大銀行以外の銀行群、とりわけ大規模銀行と中規模銀行

が積極的に行ったが、1992年には10大銀行が新株を大量に発行していることで

ある。

　米銀は1991年から1993年にかけて、不動産関連の不良債権を一括売却（バル

クセール）や償却を通じて急ピッチで処理したが、収益が本格的に回復する前

に引当金や償却負担が膨らめば、自己資本を減らす要因になるので、この時期
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に資本調達を積極化し

たのである鎚）。

　このような米銀によ

る大量の新株発行は、

株式市場における銀行

株の上昇によって支え

られたものだった。マ

ネーセンター⑧バンク

とリージョナル⑧バン

クの株価は1991年以降

急上昇したが、1992年

にはS＆P500平均の

値上がりの4倍の値上

がりであった。銀行持

株会社が発行した劣後

債の利回りは、1990年

に財務省証券利回りと

大きく乖離したが、そ

の後差を狭め、1992年

の金利差は100べ一シ

スポイントにまで縮小

した。

表7 規模別銀行の内部保留と自己資本の変化、1991－94年

Item　and．size　of　bank

1？θを∂ゴηθdゴηo01ηθ

Au　banks．．．．．．．

Sma11．．．

　Medium．．．．．

　Large．．．．．．．．

Ten　largest

Nθ亡o加ηgθ1ηθ卯1亡γo∂ρ肋1

A11banks
Sma11．．．．．

Medium．．．．．．．．．．．．

　Large．．．．．．．．．

Ten1argest．．．

Nθ亡一ρθκθη亡留θoゐ釧8θ

加θgu卯o即加！

A11banks
　Sma11．．．．．．．．．

　Medium．．．．．

　Large．．．．．．．．．

Ten1arges㌔．．．．．．．．

月θ〃伽亡昭rθ磁舳8θ加θ卯ノ亡γ

08ρ晦1∂材n加亡助1θ亡o

rθ后∂1ηθd1η00∬旧

A11banks．．．．．．

　Sma11

　Medium．．．．．．

　Larga．．

Ten1arges仁．．．．．．

1991　　　　1992　　　　1993　　　　1994

2，8　　　　　17，1　　　　20，9　　　　16．4

2．1　　　　　3．7　　　　　4．4　　　　　3．9

．3　　　　　4．3　　　　　4．2　　　　　5．0

．4　　　　　　5．9　　　　　5．3　　　　　4．4

．1　　　　　3．3　　　　　7．0　　　　　3．1

12，9　　　　31，7　　　　33，0　　　　15．4

4．2　　　　　5．5　　　　　7．0　　　　　3．1

4．0　　　　　7．6　　　　　8．4　　　　　5．4

4．5　　　　　8．6　　　　　8．0　　　　　3．6

　，2　　　　10．1　　　　　9．6　　　　　3．3

5．92　　　　13．75　　　　12，59　　　　　5，22

7，18　　　　　9．20　　　　11，56　　　　　4，83

6．07　　　　10．97　　　　11，22　　　　　6，45

7．72　　　　13．43　　　　10，39　　　　4．12

．58　　　　25．94　　　　19，13　　　　　5．51

21．95　　　　53．98　　　　63．35

50．41　　　67．21　　　62，57

6．50　　　　56．49　　　　50，00

9．04　　　　68．21　　　67．06

32．52　　　32．91　　　72．49

106．34

128．69

92．41

119．59

93．86

注）上2項目が単位10億ドル、下2項目が％
出所：Fθ由rαZ　Eθ8θmθB〃勿三π，June1995p．556．

　米銀の復活の背景には、「リストラクチャリング」のための大胆な経営判断

もさることながら、債権の買い手になる投資家のすそ野の広さや、発達した資

本市場の機能を総動員できた事情があったのであり、またそれを現実に可能と

したのも米国経済の復調にあったと言えよう。
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〈注〉

1）1980年代の米銀の動向ならびに「金融不況」下の米銀の状況にっいては、金田重喜編著『苦悩

　するアメリカの産業』（1993年、創風社刊）、第8章「アメリカ銀行業の構造変化」（筆者担当執筆）

　を参照。なお、筆者はこの論稿において1992年時点の米銀の不良債権残高を過大に見積もっており、

　本稿においてはそれが訂正されている。

2）　FθdθグαZ月θsθグひ召Bω〃θ打π，June　1995　p．559．

3）1994年の米銀の総資産の急増は、実際の増加というより金融業務会計基準を定めるF　A　S　B

　（Fmanc1a1A㏄omtmg　Standard　Board）がオフバランス取引契約を資産国負債項目にある程

　度反映させる必要があると解釈した（“F　I　N39’’と呼ばれる）結果であった。（Fθd㈹Z肋s㈹2

　肋脇加，June1995pp．548－549参照）

4）　　1：7θdθグαZ　Eθsθrリθ一8ω〃θ亡επ，June　1995　pp．559＿561．

5）　　1；一θdθrαZ丘θsθグUθ1≡…αZZθれπ，June　1995　pp559＿561

6）Fθ伽αZ肋鮒oθ肋Z肋π，Jme1995p．559　より筆者が算出。

7）一Fθ∂θrαZ　Eθsθ川θB〃砿三π，J’une1994p．484　およびFθdθグαZ　Eθsθ川θB〃説ゴ几，J’une1995

　p．546参照。

　　また、1994年8月11日付けの日本経済新聞は「米の預金保険、支払いが急減、6月末基金残高、

　過去最高に迫る　　米銀の回復映す」と題して以下の記事を掲載している。

　　「米国で銀行が倒産した時に預金を払い戻す預金保険基金の残高が急回復している。米連邦預金

　保険公社（FD　I　C）によると、6月末の残高は175億トルと昨年末より34％増加し、過去最高だっ

　た87年末に迫っている。90年前後に銀行倒産が多発し、91年末には70億ドルの債務超過となったが、

　米銀の復活ぶりが預金保険の収支改善に表れた。このぺ一スが続けば、値上げ一方だった預金保険

　料も96年をメドに引き下げが可能となり、米銀の負担軽減に役立っことになる◎」

　　「FD　I　Cによると、今年前半の銀行倒産件数は5件と前年同期の23件から急減し、倒産した銀

　行の資産規模も13年ぷりの水準に低下、預金保険金の支払いが急減した。また、将来の倒産見込み

　を下方修正したため損失引当金が減少し、預金保険残高の急回復にっながった。」

　　「預金保険料は、89年までは預金100ドルに対し年間8．3セントだったが、預金保険の収支悪化で

　値上げが続き、現在は各行平均で約24セントと日本の約20倍の高さとなっている。91年に成立した

　法律では適正な預金保険残高を預金量100ドル当たり1．25ドルとし、2006年の達成を目指した。し

　かし、6月末にはすでに0．92ドルまで回復しており、このままいけば目標を10年前倒しし、96年に

　適正水準を達成、値下げが可能になる情勢だ。」

8）以下、規模別銀行ごとの総資産の変化は、Fθ伽αZ肋s舳θ鋤脇ゴれ，June1995pp．562－569

　の統言十表により、増減率は筆者が算出したものである。1994年の数値はF　I　N39の影響があるため、

　比較対象外とした。

9）規模別銀行ごとの商工業貸し出しの変化は、Fθ∂鮒αZ肋sθmθ肋肋‘几，June1995pp．562－569

　の統計表が総資産に占める商工業貸し出しの比率であるため、その数値をもとに筆者が算出したも

　のである。

10）　1＝7θdθブαZ1モθsθrびθBαZ如打几，June　1995　p．550．

11）規模別銀行ことの商用不動産貸し出しの変化は、Fθ伽αZ肋s㈹θ肋肋乙几，Jme1995pp562－

569の統計表が総資産に占める商用不動産貸し出しの比率であるため、その数値をもとに筆者が算
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　出したものである。

12）規模別銀行ごとの住居向け貸し出しの変化は、Fθdθrα1肋8θmθ肋肋ゴπ，June1995pp．562－

　569の統計表が総資産に占める住居向け貸し出しの比率であるため、その数値をもとに筆者が算出

　したものである。

13）規模別銀行ことの消費者ローンの変化は、FθdθrαZ肋sθrリθ肋肋エπ，June1995pp562－569

　の統計表が総資産に占める消費者ローンの比率であるため、その数値をもとに筆者が算出したもの

　である。

ユ4）1992年10月7日付けの日本経済新聞には、次のような興味深い指摘がある。

　　「住友銀行の峯岡弘副頭取は、最近の米銀の収益力回復について『短期金融市場で調達した資金

　を長期の国債などで運用した結果、利ザヤが膨らんだ』と分析する。米連邦準備理事会による金融

　緩和で短期金利が低下する一方、長期金利が深刻な財政赤字によってなかなか下がらない点を挙げ、

　『米国は財政で銀行を支援したともいえる』と指摘する。」

15）規模別銀行ごとの証券投資の変化は、Fθ伽αZ肋s㈹θ肋肋ご几，June1995pp．562－569の統

　計表が総資産に占める証券投資の比率であるため、その数値をもとに筆者が算出したものである。

16）　F　R　Bは1994年12月に銀行の負債管理に関する調査を行ったが、ユーロダラーマーケットから

　の預金取り入れは預金保険適用外であるためその分低コストで資金調達出来ることが海外支店預金

　を増大させた誘因だった。預金のみならず、ハンク南ノート（CDと異なり預金保険の対象外）を

　発行して活発に資金調達した。（Fθゐrα1肋s㈹θ肋1Zθ伽，June1995p．551参照）

17）　1＝7θd8rαZ五εsθグひθBα〃砿加，June1995　pp．559＿561．

18）　RO　Eは、F肋rαZ肋sθ榊肋肋επ，June1995pp．559－561参照。

19）　1＝一召dθ戸αZ1｛θsθrびθ一BαZ如れ几，June　1995　pp554＿555

20）　FθdθrαZ1モθsθグリθ8α〃θ打几，June1995　p．554．

21）規模別銀行ごとの数値は、Fθ伽αZ肋s舳θ肋肋ゴπ，June1995pp．563－569参照。

22）1994年10月14日付けの日経金融新聞は、r米銀復活の“カゲ”」と題して次のように述べている。

　　「“米銀の復活”が盛んに新聞紙上で論ぜられているが、最近やや影の部分が出始めた。米銀は

　大規模な人員削減を中心に、固定費である人件費を、収益と賃金をリンクさせて“変動費’’に転換

　するとともに、パソコンの大規模導入によるオフィス革命を推進し、仲介機能を落とさずに人員を

　削減してきた。戦略面では、いわゆるフォーカス経営に重点を置き、収益性が高く成長性のある分

　野に経営資源を集中的に投入したことが挙げられている。しかしこうした対策が打てたのも、連邦

　準備理事会が金融システムの危機を前面に出し、思い切った低金利政策をとったため牟、米銀は金

　融当局を信頼し、長短金利イールド格差を積極的に活用し、危険とも思われる水準まで短期調達と

　長期運用ポジションを拡大、巨額な収益を上げ、これによって巨額の不良資産を思い切って償却し

　た。」

23）米銀の資本調達が増大した背景には、3っの銀行規制の変化がある。1っは自己資本に関する

　監督機関のガイドラインで、それによれば、銀行は株　式や永久優先株で構成する第1次資本

　（Teir1Capita1）がリスクベースの総資産の4％以上なくてはならず、加えてリスクベースでの

　総資産に占める自己資本（第1次資本十第2次資本（劣後債等））が8％以上なくてはならないこ

　とになったのである、また、実際には銀行は総資産の4％以上の第1次資本がなくてはならないと

　されている。
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　第2の銀行規制の変化は、1991年12月19日に成立した連邦預金保険公社改革法（FD　I　C　I　A）

で、この法律では銀行を自己資本の水準に基づき5段階に分類してる。それは、「十分な資本」、

「適切な資本」、「資本不足」、「かなりの資本不足」、「危機的な資本不足」というものであった。「十

分な資本」を持っ銀行とは、リスクベースの自己資本比率が10％以上、第1次資本・リスク資産比

率が6％以上、第1次資本・総資産比率が5％以上の全てを満たす銀行である。

　FD　I　C　I　Aは成立1年後に発効したが、上記の分類によって「十分な資本」を持たない銀行の

活動を制限することとなった。たとえば、「適切な資本」の銀行はブローカー預金を取り入れる場

合にはFDICの承認をとりっけなけれぱならなくなった。「資本不足」の銀行に対する活動制限

はもっと厳しい⑪

　第3に、銀行は1993年1月からリスクベースの預金保険料が導入されたために、資本力を強化せ

ざるをえなかった。FD　I　Cは銀行を資本力と監督機関の評価を基準に9分類し、預金100ドル当

りの年間保険料を、最上位の資本が「十分」で監督機関が「健全」と評価した銀行は23セント、最

下位の資本が「不足」し預金保険に損失をおよぼす危険のある銀行は31セントとしたのである。


